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SORACHI SHINKUMI

《上半期　経営情報誌》
　満18歳以下のお子様がいる方や、当組合で児童手
当を受給されている方へ特別金利の定期積金をご用
意しております。

・職場サポート契約
～福利厚生の充実に貢献します！～

・子育て応援定期積金
～お子様の将来をサポート！～

　当組合と「職場サポート契約」をご締結
頂いた企業等にお勤めの皆さまだけがご
利用できるサービスです。ローンや定期
積金の金利を優遇いたします。

詳しくはこちらから⇒

■地域貢献
　地域貢献に資する商品や取り組みについて

商品内容は当組合ホームページ(https://www.sorachi.shinkumi.jp)でもご覧いただけます。
詳しくはお近くの窓口または渉外担当者へお気軽にお問合せください。

●特殊詐欺被害防止
　当組合ではお客様が特殊詐欺被害に遭わないよう未然防止に取り組んでおります。
　依然として多くの方が被害に遭われており、場合によっては警察官の方と一緒にお話を伺うなど、ご不便をお感じになる場面もあるかもし
れませんが、お客様の大切な財産をお守りするために、何卒ご理解のうえご協力賜りますようお願い申し上げます。

●マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策
　マネー・ローンダリングは「資金洗浄」と訳され、グローバル化が進むなかで国際的に問題視されており、マネー・ローンダリング及
びテロ資金供与対策の重要性は近年益々高まっております。
　当組合も基本方針や対策要領などを制定し、対策強化に努めております。お客様が犯罪行為に巻き込まれる可能性もあることから、お取引
時にご確認などをさせていただく場合がございますが、ご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

●新型コロナウイルス感染症対策
　新型コロナウイルス感染症は季節性インフルエンザと同等の５類へ移行しておりますが、当組合におきましては、感染者数増加時、
また、役職員やそのご家族の感染者発生時などに、当組合役職員がマスクをしたまま、お客さまのご対応をさせて戴く場合がございます。

●空知しんくみSDGｓ宣言
　令和4年5月、SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応にかかる基本的な考え方として、「空知しんくみSDGs宣言」を行いました。
　引続き、地域経済の発展と持続可能な社会の実現に向けた取組みを推進してまいります。

●高齢者のための見守り活動に関する協定
　令和４年８月に美唄市と相互に協力し、高齢者の孤立の防止及び支援の必要な方を把握することにより、誰もが住み慣れた地域で安心
して暮らし続けることができるようにすることを目的とし、連携協定を締結しております。



　 （単位：百万円）

令和４年９月末 令和５年９月末

預 金 積 金 残 高 89,708 88,628

貸 出 金 残 高 60,822 62,246

（単位：千円）
（ 資 産 の 部 ） 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末
現 金  988,374 1,059,026
預 け 金  30,176,597 25,711,743
有 価 証 券  5,175,007 4,211,906

国 債  − −
地 方 債  2,325,997 2,100,796
社 債  2,080,300 1,551,450
株 式  11,300 11,300
そ の 他 の 証 券  757,410 548,360

貸 出 金  60,822,222 62,246,858
割 引 手 形  269,263 261,595
手 形 貸 付  4,721,418 5,144,193
証 書 貸 付  55,419,316 56,460,569
当 座 貸 越  412,224 380,500

外 国 為 替  − −
そ の 他 資 産  373,841 489,563
有 形 固 定 資 産  603,512 594,179
無 形 固 定 資 産  8,482 6,911
前 払 年 金 費 用  − −
繰 延 税 金 資 産  − 3,202
債 務 保 証 見 返  29,324 21,741
貸 倒 引 当 金 −1,078,776 −985,497

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） (−966,424) (−847,131) 

 

資 産 の 部 合 計 97,098,587 93,359,636

　 （単位：千円）
科 目 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末

経 常 収 益  797,668  719,235 
資 金 運 用 収 益  664,348  677,609 

貸 出 金 利 息  612,687  634,562 
預 け 金 利 息  16,811  14,620 
有 価 証 券 利 息 配 当 金  27,179  20,756 
そ の 他 の 受 入 利 息  7,670  7,670 

役 務 取 引 等 収 益  22,767  23,149 
そ の 他 業 務 収 益  2,518  2,552 

商 品 有 価 証 券 売 買 益  −  − 
そ の 他 の 業 務 収 益  2,518  2,552 

そ の 他 経 常 収 益  108,033  15,925 
経 常 費 用  550,973  532,686 

資 金 調 達 費 用  22,089  23,202 
預 金 利 息  21,785  22,584 
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額  414  436 
借 用 金 利 息  −293  − 
そ の 他 の 支 払 利 息  183  180 

（単位：千円）
科 目 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末
役 務 取 引 等 費 用  29,904  29,086 
そ の 他 業 務 費 用  1,200  − 
経 費  485,088  459,028 
そ の 他 経 常 費 用  12,691  21,369 

経 常 利 益  246,695  186,548 
特 別 利 益  −  − 
特 別 損 失  1,173  869 
税 引 前 当 期 純 利 益  245,521  185,679 
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税  1,625  1,650 
法 人 税 等 調 整 額  −  − 
法 人 税 等 合 計  1,625  1,650 
当 期 純 利 益  243,895  184,029 
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）  538,236  751,195 
当 期 未 処 分 剰 余 金  782,132  935,224 

（単位：千円）
（ 負 債 の 部 ） 令 和４ 年９月 末 令 和５年９月 末
預 金 積 金  89,708,082  88,628,487 
譲 渡 性 預 金  −  − 
借 用 金  2,800,000  − 
外 国 為 替  −  − 
そ の 他 負 債  301,240  308,826 
賞 与 引 当 金  43,084  41,510 
役 員 賞 与 引 当 金  −  − 
退 職 給 付 引 当 金  25,494  15,785 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  10,593  11,180 
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金  10,609  7,427 
偶 発 損 失 引 当 金  26,059  23,878 
繰 延 税 金 負 債  11,868  − 
債 務 保 証  29,324  21,741 
負 債 の 部 合 計  92,966,355  89,058,835 

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金  2,420,996  2,394,291 

普 通 出 資 金  920,996  894,291 
優 先 出 資 金  1,500,000  1,500,000 

優 先 出 資 申 込 証 拠 金  −  − 
資 本 剰 余 金  721,331  721,331 
利 益 剰 余 金  901,032  1,136,824 
組 合 員 勘 定 計  4,043,360  4,252,447 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  88,870  48,353 
土 地 再 評 価 差 額 金  −  − 
評 価・換 算 差 額 等 合 計  88,870  48,353 
純 資 産 の 部 合 計  4,132,231  4,300,801 
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  97,098,587  93,359,636 

　（単位：百万円）
令和４年９月末 令和５年９月末

区  分 貸借対照表
計上額 時価

差　額
区 分 貸借対照表

計上額 時価
差　額

うち益 うち損 うち益 うち損
国  債  −  −  −  −  − 国 債  −  −  −  −  − 
地 方 債  300  294 −5 − 5 地 方 債  300  291 −8 − 8 
社  債  −  −  −  −  − 社 債  −  −  −  −  −
そ の 他  −  −  −  −  − そ の 他  −  −  −  −  − 
合     計  300  294 −5 − 5 合 計  300  291 −8 − 8 

【満期保有目的の債券で時価のあるもの】

　（単位：百万円）
令和４年９月末 令和５年９月末

区 分 取得原価 貸借対照表
計上額

評　価　差　額
区  分 取得原価 貸借対照表

計上額
評　価　差　額

うち益 うち損 うち益 うち損
株 式  −  −  −  −  − 株 式  −  −  −  −  − 
債 券  4,040  4,106  65  65  − 債 券  3,333  3,352  18  19  1 

国  債  −  −  −  −  − 国　 債  −  −  −  −  − 
地 方 債 1,976  2,025  49  49  − 地 方 債  1,786  1,800  14  14 0 
社  債  2,063  2,080  16  16  − 社　 債  1,547  1,551  4  5 0 

そ の 他  700  757  57  57 − そ の 他  500  548  48  48  − 
合     計  4,740  4,863  122  122 − 合     計  3,833  3,900  66  67  1 

【その他有価証券で時価のあるもの】

（注）単位未満は切り捨てて表示しておりますので、内訳とその合計が一致しない場合があります。

ご あ い さ つ
　皆様には平素より格別のお引き立てを賜り、厚くお礼申し上げます。
　当組合について、一層ご理解を深めていただきたく、令和５年度上半期の状況を取り纏めた「上半期　経営情報誌」を作成いた
しましたので、ご高覧いただければ幸いと存じます。
　おかげさまで私ども空知商工信用組合は、令和５年３月３０日に創立７０周年を迎えることができました。
　これもひとえに、当組合を育んでくださった地域の皆さまの温かいご支援の賜物であり、役職員一同心より感謝申し上げます。
　今後も「地域に親しまれ、頼れる金融機関」を目指して尽力してまいりますので、変わらぬご愛顧を賜りますよう心よりお願い申
し上げます。

令和５年１１月

空知商工信用組合　

伊藤　智徳

■預金積金・貸出金残高の状況

■有価証券の時価情報
　有価証券で時価のある債券は下記の通りです。
　なお、売買目的有価証券に区分した有価証券、並びに子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

■貸 借 対 照 表

■損 益 計 算 書

　
令和４年９月末 令和５年９月末

自 己 資 本 比 率 7.76% 8.07％

■単体自己資本比率

※国内のみで業務を行う金融機関に求められている水準は４％以上とされており、
当組合の健全性に不安はありません。

　

(単位：件)

令和４年９月末 令和５年９月末
新規に無保証で融資した件数 66 263
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 11.02% 44.28%
保証契約を解除した件数 14 19
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0 0

○「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況

■協金法開示債権額（リスク管理債権額)及び金融再生法開示債権額 

■「経営者保証に関するガイドライン」への対応について
○「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」
の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため「『経営者保証に関する
ガイドライン』への取組方針」を策定しております。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話
により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対
応に努めております。
　また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っております。

　 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和４年９月末 令和５年９月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 647  623 

危険債権 1,398  1,190 
要管理債権 16  114 

三月以上延滞債権 − −
貸出条件緩和債権 16  114 

不良債権合計   （ Ａ ） 2,062  1,929 
正常債権 58,818  60,383 
債権額合計 60,881  62,313 
総与信額に対する
不良債権の割合 3.38% 3.09%

担保・保証付与信額 982  945 
貸倒引当金 966  851 
保全額計   （ B ） 1,949  1,797 
保全控除後の不良債権額 （A−Ｂ） 113  132 
保全率   （Ｂ÷A） 94.49% 93.15%



　 （単位：百万円）

令和４年９月末 令和５年９月末

預 金 積 金 残 高 89,708 88,628

貸 出 金 残 高 60,822 62,246

（単位：千円）
（ 資 産 の 部 ） 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末
現 金  988,374 1,059,026
預 け 金  30,176,597 25,711,743
有 価 証 券  5,175,007 4,211,906

国 債  − −
地 方 債  2,325,997 2,100,796
社 債  2,080,300 1,551,450
株 式  11,300 11,300
そ の 他 の 証 券  757,410 548,360

貸 出 金  60,822,222 62,246,858
割 引 手 形  269,263 261,595
手 形 貸 付  4,721,418 5,144,193
証 書 貸 付  55,419,316 56,460,569
当 座 貸 越  412,224 380,500

外 国 為 替  − −
そ の 他 資 産  373,841 489,563
有 形 固 定 資 産  603,512 594,179
無 形 固 定 資 産  8,482 6,911
前 払 年 金 費 用  − −
繰 延 税 金 資 産  − 3,202
債 務 保 証 見 返  29,324 21,741
貸 倒 引 当 金 −1,078,776 −985,497

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） (−966,424) (−847,131) 

 

資 産 の 部 合 計 97,098,587 93,359,636

　 （単位：千円）
科 目 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末

経 常 収 益  797,668  719,235 
資 金 運 用 収 益  664,348  677,609 

貸 出 金 利 息  612,687  634,562 
預 け 金 利 息  16,811  14,620 
有 価 証 券 利 息 配 当 金  27,179  20,756 
そ の 他 の 受 入 利 息  7,670  7,670 

役 務 取 引 等 収 益  22,767  23,149 
そ の 他 業 務 収 益  2,518  2,552 

商 品 有 価 証 券 売 買 益  −  − 
そ の 他 の 業 務 収 益  2,518  2,552 

そ の 他 経 常 収 益  108,033  15,925 
経 常 費 用  550,973  532,686 

資 金 調 達 費 用  22,089  23,202 
預 金 利 息  21,785  22,584 
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額  414  436 
借 用 金 利 息  −293  − 
そ の 他 の 支 払 利 息  183  180 

（単位：千円）
科 目 令 和４年９月 末 令 和５年９月 末
役 務 取 引 等 費 用  29,904  29,086 
そ の 他 業 務 費 用  1,200  − 
経 費  485,088  459,028 
そ の 他 経 常 費 用  12,691  21,369 

経 常 利 益  246,695  186,548 
特 別 利 益  −  − 
特 別 損 失  1,173  869 
税 引 前 当 期 純 利 益  245,521  185,679 
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税  1,625  1,650 
法 人 税 等 調 整 額  −  − 
法 人 税 等 合 計  1,625  1,650 
当 期 純 利 益  243,895  184,029 
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）  538,236  751,195 
当 期 未 処 分 剰 余 金  782,132  935,224 

（単位：千円）
（ 負 債 の 部 ） 令 和４ 年９月 末 令 和５年９月 末
預 金 積 金  89,708,082  88,628,487 
譲 渡 性 預 金  −  − 
借 用 金  2,800,000  − 
外 国 為 替  −  − 
そ の 他 負 債  301,240  308,826 
賞 与 引 当 金  43,084  41,510 
役 員 賞 与 引 当 金  −  − 
退 職 給 付 引 当 金  25,494  15,785 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  10,593  11,180 
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金  10,609  7,427 
偶 発 損 失 引 当 金  26,059  23,878 
繰 延 税 金 負 債  11,868  − 
債 務 保 証  29,324  21,741 
負 債 の 部 合 計  92,966,355  89,058,835 

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金  2,420,996  2,394,291 

普 通 出 資 金  920,996  894,291 
優 先 出 資 金  1,500,000  1,500,000 

優 先 出 資 申 込 証 拠 金  −  − 
資 本 剰 余 金  721,331  721,331 
利 益 剰 余 金  901,032  1,136,824 
組 合 員 勘 定 計  4,043,360  4,252,447 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  88,870  48,353 
土 地 再 評 価 差 額 金  −  − 
評 価・換 算 差 額 等 合 計  88,870  48,353 
純 資 産 の 部 合 計  4,132,231  4,300,801 
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  97,098,587  93,359,636 

　（単位：百万円）
令和４年９月末 令和５年９月末

区  分 貸借対照表
計上額 時価

差　額
区 分 貸借対照表

計上額 時価
差　額

うち益 うち損 うち益 うち損
国  債  −  −  −  −  − 国 債  −  −  −  −  − 
地 方 債  300  294 −5 − 5 地 方 債  300  291 −8 − 8 
社  債  −  −  −  −  − 社 債  −  −  −  −  −
そ の 他  −  −  −  −  − そ の 他  −  −  −  −  − 
合     計  300  294 −5 − 5 合 計  300  291 −8 − 8 

【満期保有目的の債券で時価のあるもの】

　（単位：百万円）
令和４年９月末 令和５年９月末

区 分 取得原価 貸借対照表
計上額

評　価　差　額
区  分 取得原価 貸借対照表

計上額
評　価　差　額

うち益 うち損 うち益 うち損
株 式  −  −  −  −  − 株 式  −  −  −  −  − 
債 券  4,040  4,106  65  65  − 債 券  3,333  3,352  18  19  1 

国  債  −  −  −  −  − 国　 債  −  −  −  −  − 
地 方 債 1,976  2,025  49  49  − 地 方 債  1,786  1,800  14  14 0 
社  債  2,063  2,080  16  16  − 社　 債  1,547  1,551  4  5 0 

そ の 他  700  757  57  57 − そ の 他  500  548  48  48  − 
合     計  4,740  4,863  122  122 − 合     計  3,833  3,900  66  67  1 

【その他有価証券で時価のあるもの】

（注）単位未満は切り捨てて表示しておりますので、内訳とその合計が一致しない場合があります。

ご あ い さ つ
　皆様には平素より格別のお引き立てを賜り、厚くお礼申し上げます。
　当組合について、一層ご理解を深めていただきたく、令和５年度上半期の状況を取り纏めた「上半期　経営情報誌」を作成いた
しましたので、ご高覧いただければ幸いと存じます。
　おかげさまで私ども空知商工信用組合は、令和５年３月３０日に創立７０周年を迎えることができました。
　これもひとえに、当組合を育んでくださった地域の皆さまの温かいご支援の賜物であり、役職員一同心より感謝申し上げます。
　今後も「地域に親しまれ、頼れる金融機関」を目指して尽力してまいりますので、変わらぬご愛顧を賜りますよう心よりお願い申
し上げます。

令和５年１１月

空知商工信用組合　

伊藤　智徳

■預金積金・貸出金残高の状況

■有価証券の時価情報
　有価証券で時価のある債券は下記の通りです。
　なお、売買目的有価証券に区分した有価証券、並びに子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は保有しておりません。

■貸 借 対 照 表

■損 益 計 算 書

　
令和４年９月末 令和５年９月末

自 己 資 本 比 率 7.76% 8.07％

■単体自己資本比率

※国内のみで業務を行う金融機関に求められている水準は４％以上とされており、
当組合の健全性に不安はありません。

　

(単位：件)

令和４年９月末 令和５年９月末
新規に無保証で融資した件数 66 263
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 11.02% 44.28%
保証契約を解除した件数 14 19
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0 0

○「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況

■協金法開示債権額（リスク管理債権額)及び金融再生法開示債権額 

■「経営者保証に関するガイドライン」への対応について
○「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』の特則」
の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため「『経営者保証に関する
ガイドライン』への取組方針」を策定しております。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話
により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対
応に努めております。
　また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っております。

　 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和４年９月末 令和５年９月末

破産更生債権及び
これらに準ずる債権 647  623 

危険債権 1,398  1,190 
要管理債権 16  114 

三月以上延滞債権 − −
貸出条件緩和債権 16  114 

不良債権合計   （ Ａ ） 2,062  1,929 
正常債権 58,818  60,383 
債権額合計 60,881  62,313 
総与信額に対する
不良債権の割合 3.38% 3.09%

担保・保証付与信額 982  945 
貸倒引当金 966  851 
保全額計   （ B ） 1,949  1,797 
保全控除後の不良債権額 （A−Ｂ） 113  132 
保全率   （Ｂ÷A） 94.49% 93.15%



＜表紙について＞　
場所：安田侃彫刻美術館 アルテピアッツァ美唄
作品名：帰門（作者：安田侃）

〒072-0025　北海道美唄市西2条南2丁目1番1号
TEL （0126）62-6164

（令和5年11月発行）

SORACHI SHINKUMI

《上半期　経営情報誌》
　満18歳以下のお子様がいる方や、当組合で児童手
当を受給されている方へ特別金利の定期積金をご用
意しております。

・職場サポート契約
～福利厚生の充実に貢献します！～

・子育て応援定期積金
～お子様の将来をサポート！～

　当組合と「職場サポート契約」をご締結
頂いた企業等にお勤めの皆さまだけがご
利用できるサービスです。ローンや定期
積金の金利を優遇いたします。

詳しくはこちらから⇒

■地域貢献
　地域貢献に資する商品や取り組みについて

商品内容は当組合ホームページ(https://www.sorachi.shinkumi.jp)でもご覧いただけます。
詳しくはお近くの窓口または渉外担当者へお気軽にお問合せください。

●特殊詐欺被害防止
　当組合ではお客様が特殊詐欺被害に遭わないよう未然防止に取り組んでおります。
　依然として多くの方が被害に遭われており、場合によっては警察官の方と一緒にお話を伺うなど、ご不便をお感じになる場面もあるかもし
れませんが、お客様の大切な財産をお守りするために、何卒ご理解のうえご協力賜りますようお願い申し上げます。

●マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策
　マネー・ローンダリングは「資金洗浄」と訳され、グローバル化が進むなかで国際的に問題視されており、マネー・ローンダリング及
びテロ資金供与対策の重要性は近年益々高まっております。
　当組合も基本方針や対策要領などを制定し、対策強化に努めております。お客様が犯罪行為に巻き込まれる可能性もあることから、お取引
時にご確認などをさせていただく場合がございますが、ご理解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

●新型コロナウイルス感染症対策
　新型コロナウイルス感染症は季節性インフルエンザと同等の５類へ移行しておりますが、当組合におきましては、感染者数増加時、
また、役職員やそのご家族の感染者発生時などに、当組合役職員がマスクをしたまま、お客さまのご対応をさせて戴く場合がございます。

●空知しんくみSDGｓ宣言
　令和4年5月、SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応にかかる基本的な考え方として、「空知しんくみSDGs宣言」を行いました。
　引続き、地域経済の発展と持続可能な社会の実現に向けた取組みを推進してまいります。

●高齢者のための見守り活動に関する協定
　令和４年８月に美唄市と相互に協力し、高齢者の孤立の防止及び支援の必要な方を把握することにより、誰もが住み慣れた地域で安心
して暮らし続けることができるようにすることを目的とし、連携協定を締結しております。


